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　株主の皆様には日頃より格別のご支援を賜り
有り難く厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第60期（中間期）株主通信をご
高覧いただくにあたり、ご挨拶申し上げます。
　当中間期におけるわが国経済は、世界的なコ
ロナ禍の影響を受けて大幅に悪化し、当社の主
要な需要家である化学・石油業界も急激な減産
に見舞われ、国内における当社の事業分野であ
る産業用容器業界の全国200リットル新缶ドラ
ム缶の販売実績は前年同期比で14.0％減の5,727
千缶まで落ち込みました。

売上高� （単位：百万円）
親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益� （単位：百万円）経常利益� （単位：百万円）
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株主の皆様へ

決算ハイライト（連結）

ご挨拶

那 須 七 信代表取締役社長
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　また当社が国内と並んで事業展開している中
国においてもコロナ禍の影響は深刻で、特に当
中間期に組み込まれている中国の１－６月にお
いては当社中国四工場も１月末の春節から半月
近く操業停止を余儀なくされる等、事業環境は
非常に厳しいものでした。
　当中間期における当社グループの連結業績に
つきましては、売上高が前年同期比23億９百万
円の減、15.7％減収の124億34百万円、経常利
益は前年同期比３億27百万円の減、27.1％減益
の８億82百万円となりました。

　なお、物流合理化によって不要となった資産
の売却や従業員退職年金制度変更による特別利
益を計上しており、親会社株主に帰属する四半
期純利益は前年同期比57百万円の減、7.0％減
益の７億54百万円となりました。
　当期の中間配当につきましては、１株当たり
75円の配当とさせていただくこととなりました。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層
のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

純資産� （単位：百万円） 自己資本比率� （単位：%）総資産� （単位：百万円）

※純資産、総資産、自己資本比率の56期～59期は3月末、60期は9月末であります。
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　当中間期の当社グループ（日本および中国）のドラム缶販売数量
は、事業環境の悪化を受けて国内、中国とも売上数量は大幅に落ち
込み、両者を合わせた売上数量は2012年４－９月以来の低水準とな
る前年同期比16.6％減の4,038千缶となり、売上高はこの売上数量減
を主因に元安（15.68→15.23円/元）による為替差もあり前年同期比
22億57百万円の減、15.4％減収の123億66百万円となりました。
　経常利益については、リーマンショック以来ともいわれるコロナ
禍の影響により、国内、中国ともに未曾有の事業環境悪化に直面す
る中で、当社としては従来から進めている品種構成改善や変動費削
減・経費圧縮その他のコストダウン等、あらゆる企業努力を尽くし
て収益改善を図りましたが、当中間期のドラム事業経常利益は前年
同期比３億26百万円の減、25.3％減益の９億61百万円となりました。

　当社が取り組んでいる事業分野の内、在宅医療用酸素容器の
分野ではコロナ禍による外出自粛で需要が停滞する等の悪影響
を受けており、高圧ガス容器事業全体としての売上高は前年同
期比52百万円の減、43.2％減収の68百万円となり、経常利益は
ほぼ前年同期並みの74百万円の損失となりました。

ドラム缶事業

高圧ガス容器事業

事業別の概況

f

g

h

i

	f	.	水素ステーション用畜圧器（Type１）
	g	.	水素ステーション用畜圧器（Type２）
	h	.	FCV（燃料電池車）用車載容器（Type４）
	i	.	在宅医療用酸素容器（Type３）

　胴に浮き彫り模様を加工し
た缶で、胴のパネル強度が向
上します。

　あらかじめプリントした鋼板
を使用することで、従来にない
個性的かつ美麗な外観のドラム
缶を実現しました。

目立つ外観で、一
目で判別できます。

内面は、外面と凹
凸が逆になります。

お客様のアイデア次第で圧倒的な存
在感を演出します。

レリーフドラム缶 高意匠プリント缶

a	.	一般缶･･･一般的なドラム缶で、石油・化学関係等に使用されている
b	.	S	-オープン･･･強度に優れたリユースオープンドラム缶
c	.	ケミドラム･･･ポリエチレンの内装と鋼製の二重構造の缶
d	.	エコフェザー･･･高張力鋼板を使用した薄肉ドラム缶
e	.	ステンレスドラム缶･･･長期間（20年程度）使用可能なリユース缶

a b c d e
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トピックス

　当社は、関東甲信越静地域※内における、高圧ガスの災害防止に係る

格別の努力と貢献をした優良な事業者として、経済産業省関東東北産業

保安監督部長表彰を受賞いたしました。

　この表彰は、保安意識の高揚を図り、もって高圧ガスの保安を推進す

ることを目的とし、高圧ガスによる災害の防止のため不断の努力を重ね、

著しい成果を収めた優良事業所、永年にわたり高圧ガスの保安に関し極

めて顕著な功績を挙げた保安功労者等を表彰するものです。

　当社は、今後とも高圧ガスの保安を推進することで、事業部開設以来

の無災害操業を引き続き維持しつつ、医療用酸素容器や水素ステーショ

ン用蓄圧器をはじめとする高圧ガス容器の製造販売を通じて、社会に貢

献してまいります。

※	関東甲信越静地域とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県の１都10県の地域です。

令和2年度�高圧ガス保安関東東北産業保安監督部長表彰�受賞

　当社は、経済産業省が経団連や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）と連携して、脱炭素社会の実現をイノベーションで

切り開く企業をリスト化した『ゼロエミ・チャレンジ企業』に選定され、2020

年10月９日に開催された「TCFDサミット2020」において公表されました。

　当社はNEDOが行う超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業の中で

ＪＦＥスチールと共同で水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開

発を行っております。

　本事業を通して、水素ステーションの普及・自立化を見据えた水素ステー

ションの整備費・運営費低減に寄与する技術の確立に貢献してまいります。

経済産業省「ゼロエミ・チャレンジ企業」に選定されました

記念品
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中間連結貸借対照表� （単位：千円）

科目 第60期中間期
2020年9月30日現在

第59期
2020年3月31日現在

   

（資産の部） � �

流動資産 21,378,573 21,678,170

固定資産 16,728,378 16,948,202

　有形固定資産 13,568,340 14,010,869

　無形固定資産 405,416 425,717

　投資その他の資産 2,754,621 2,511,615

資産合計 38,106,951 38,626,372

（負債の部）

流動負債 7,148,322 8,053,494

固定負債 1,493,623 1,494,203

負債合計 8,641,945 9,547,698

（純資産の部）

株主資本 27,841,351 27,337,746

　資本金 2,365,000 2,365,000

　資本剰余金 4,649,875 4,649,875

　利益剰余金 20,838,262 20,334,624

　自己株式 △11,786 △11,753

その他の包括利益累計額 211,467 296,661

　その他有価証券評価差額金 193,764 139,255

　為替換算調整勘定 30,051 184,832

　退職給付に係る調整累計額 △12,348 △27,426

非支配株主持分 1,412,187 1,444,266

純資産合計 29,465,005 29,078,674

負債純資産合計 38,106,951 38,626,372

中間連結損益計算書� （単位：千円）

科目
第60期中間期
2020年4月1日から
2020年9月30日まで

第59期中間期
2019年4月1日から
2019年9月30日まで

  

売上高 12,434,562 14,743,860
売上原価 9,618,329 11,278,003
売上総利益 2,816,233 3,465,856
販売費及び一般管理費 2,044,083 2,314,487
営業利益 772,149 1,151,369
営業外収益 177,030 136,929
営業外費用 66,758 77,957
経常利益 882,422 1,210,341
特別損失 － 38,186
税金等調整前四半期純利益 1,094,268 1,172,155
法人税等 327,368 337,383
四半期純利益 766,900 834,771
非支配株主に帰属する四半期純利益 12,721 23,576
親会社株主に帰属する四半期純利益 754,178 811,194

中間連結キャッシュ・フロー計算書� （単位：千円）

科目
第60期中間期
2020年4月1日から
2020年9月30日まで

第59期中間期
2019年4月1日から
2019年9月30日まで

   

営業活動によるキャッシュ･フロー 1,788,621 1,500,791
投資活動によるキャッシュ･フロー △313,884 △603,763
財務活動によるキャッシュ･フロー △327,744 △363,225
現金及び現金同等物に係る換算差額 △20,118 △16,236
現金及び現金同等物の増減額 1,126,874 517,566
現金及び現金同等物の期首残高 6,939,532 5,980,254
現金及び現金同等物の四半期末残高 8,066,407 6,497,820

中間連結財務諸表（要約）
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会社所在地 〒101-0064
東京都千代田区神田猿楽町1丁目5番15号

電話番号 03-5281-8511（代）

設立年月 1961年4月

資本金 2,365,000,000円

従業員数 292名

発行済株式数 2,867,500株

決算日 3月31日

株式上場市場 東京証券取引所　市場第二部

業務内容 ドラム缶、高圧ガス容器の製造・販売

株式の状況（2020年9月30日現在）

発行可能株式総数 5,600,000株
発行済株式の総数 2,867,500株
株主数 975名

大株主

株主名 所有株式数
（千株）

出資比率
（％）

JFEスチール株式会社 1,548.2 54.07
伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 321.8 11.24
JFE商事株式会社 153.4 5.36
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 126.0 4.40
京極運輸商事株式会社 63.6 2.22
OYASKI JOSEPH THOMAS 42.0 1.47
JFEコンテイナー社員持株会 37.2 1.30
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 26.3 0.92
THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING 
CORPORATION LTD - HONG KONG PRIVATE 
BANKING DIVISION - CLIENT ACCOUNT

22.4 0.78

山口　淳一 20.2 0.71
（注）持株比率は、自己株式（4,191株）を控除して計算しております。

経営体制（2020年9月30日現在）

取締役および監査役
代表取締役社長 那 須 七 信
取 締 役 吉 田 直 人
取 締 役 木 原 幹 人
取 締 役 村 上 伸 二
取 締 役 社 外 平 田 善 久
取 締 役 社 外 独 立 尾 関 政 達
常 勤 監 査 役 今 　 井 　 賢 一 郎
監 査 役 社 外 宮 城 順 一
監 査 役 原 　 守 良
監 査 役 社 外 独 立 髙 橋 俊 彦

執行役員
社 長（CEO） 那 須 七 信
常 務 執 行 役 員 吉 田 直 人
常 務 執 行 役 員 木 原 幹 人
執 行 役 員 三 浦 浩 行
執 行 役 員 村 上 伸 二
執 行 役 員 関 口 　 勲
執 行 役 員 堂 北 秀 和
執 行 役 員 大 木 健 一

株主構成

個人・その他
12.70%

金融機関
1.90%

国内法人 76.85%

自己株式 0.15%

株式所有者
別状況 （%）
（持株比率）

証券会社 0.28%
外国人 8.12%

（注）
単元株主…………825名
単元未満株主……149名
自己株式…………… 1名
合　　　計 975名

会社情報・株式情報
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事業所一覧（2020年9月30日現在）
●本社／〒101-0064 東京都千代田区神田猿楽町1丁目5番15号 猿楽町SSビル
　TEL.03-5281-8511（代）　　FAX.03-5281-1225
●大阪支社／〒550-0002 大阪市西区江戸堀1丁目25番13号 KS大阪江戸堀ビル
　TEL.06-6225-1670（代）　　FAX.06-6225-1675
●千葉工場／〒260-0826 千葉市中央区新浜町1番地
　TEL.043-261-3381（代）　　FAX.043-264-8239
●川崎工場／〒210-0862 川崎市川崎区浮島町9番2号
　TEL.044-266-3251（代）　　FAX.044-276-1410
●堺工場／〒590-0977 堺市堺区大浜西町9番1号
　TEL.072-238-4231（代）　　FAX.072-222-0870
●水島工場／〒712-8073 倉敷市水島西通1丁目1955番地
　TEL.086-448-3737（代）　　FAX.086-448-2615
●高圧ガス容器工場／〒210-0862 川崎市川崎区浮島町9番2号
　TEL.044-266-3254（代）　　FAX.044-276-1757

株主メモ　
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 6月に開催
定時株主総会および
期末配当の基準日 3月31日

中間配当基準日 9月30日
臨時基準日 必要ある場合にあらかじめ公告のうえ設定
単元株式数 100株
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社
郵便物送付先

（電話照会先）
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）

取次事務 取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

＜住所変更、単元未満株式の買取のお申出先について＞
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別
口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
＜未払配当金の支払について＞
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
公告の方法 電子公告（当社ホームページに掲載）

［アドレス］https://www.jfecon.jp/
※事故その他やむを得ない事由が生じたときは、
　日本経済新聞に掲載して行います。

「株券の保管振替制度」
関係手続きのご照会先 お取引先の証券会社

ホームページのご案内

https://www.jfecon.jp/


